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消費者が効用最大化を行った場合、 その帰結とし

て、 消費者の個別財 ・ サ ー ビスヘの需要が価格や

所得にどう反応するかを数理的に表現したもので

ある。 A.I.D.S.以前の消費者理論では、 消費需要

関数は、 明示的な関数形を決めずに、 消費財の価

格ベクトルと所得の一般的な関数として、 数理解

析的に分析されるのが主であった。 他方、A.I.D.S.

以前の消費需要の実証分析においては、 特定の消

費財に関して、 関数形を便宜的に定め、 デー タの

当てはまりを考慮しつつ、 当時の限られたコンピ

ュー タの能力の中で推定可能なことを重視した計

量分析が主であった。 両者の乖離は大きかった。

消費者理論が要請するさまざまな特徴を満たすよ

うな実証モデルがなかったわけではないが、 よく

使われていたのは線形需要システムという、 所得

や価格の弾性値に関し非常に拘束的なモデルであ

った。 これらの問題をすべて改善したのが、 A.I.

D.Sなのである。

つまり、 個別財の需要関数をアドホックに推定

するのではなく、 消費者理論より導出された需要

システムでありながら、 所得や価格の弾性値のパ

ター ンを柔軟に許容し、 デー タから実際の消費行

動を明らかにできる実証モデルがA.I.D.S.であっ

た（消費需要システムの実証モデルが満たすべき

理論的条件と、 既存モデルの中でのA.I.D.S.の位

置づけについては、 松田(2001)を参照）。 A.I.D.

s. は消費者理論から導出されているため、 推定結

果を基に、 消費者の厚生変化について厳密な定量

分析を行うことができた。 他方、 理論的には需要

パラメ ー タの高度に非線形な関数となる価格指数

を線形近似することによって、 当時の限られたコ

ンピュー タの能力でも簡単に推定できるような工

夫を凝らしていたのもA.I.D.S.の特徴であった。

当時の研究環境においてはまさに、「ほとんど理

想的な(almost ideal)」消費需要関数の実証モデ

ルだったと言えよう。

A.I.D.S. は、 さまざまな国で消費需要関数の推

定と政策分析に用いられ、 この分野の実証分析を

革新した。 しかし近年は、 あまり使われることが

ない。 A.I.D.S.よりもさらに柔軟に各種弾性値を

推定できるモデルが理論的に考察され、 またコン

ピュー タ能力向上のおかげで、 高度に非線形な実

証モデルをそのまま連立方程式推定することが容

易になったためである。 しかしこのことは、 デイ

ー トンの貢献の価値を貶めるものではない。 彼の

A.I.D.S. が世に現れたがゆえに、 その後、 このよう

な柔軟な需要システムを理論的に導出し、 現実の

デー タに当てはめる実証研究が花開いたのである。

まさにこの意味でデイ ー トンの研究は革新的かつ

先駆的だった。

3 開発途上国の家計消費の動学分析

デイ ー トンは続いて、 家計消費の動学的変化に

焦点を当て、 所得の不確実性の下で、 信用市場の

未発達ゆえに所得の思いがけない落ち込みを借金

によってしのぐことが難しいという信用制約ない

し流動性制約が家計にどのような影響を与えるの

か、 そしてこれらに対応するために穀物などの貯

蔵がどのくらい有効なのかなどを理論的に分析し

た。 ｛言用制約と貯蔵を明示的に入れたモデルでは、

数理解析的分析で明確な答えを得ることが難しい。

そこでデイ ー トンは、 コンピュー タ ・ シミュレ ー

ションを多用した数的解析手法を消費の理論研究

に導人した。 これも先駆的な仕事だった。 これら

の成果は、 Deaton(1990)に集約されている。

同時にディ ー トンは、 以上のような理論モデル

がどれほど有効かを実証的に明らかにするための
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ブタイトルからはあたかも本書が健康や富の起源

についても扱っているような印象を受けるが、 そ

れは誤解である。 健康と富の2つにおける格差の

起源を長期的に論じるというのが、英語のサブタ

イトル (Health, Wealth, and the Origins of Ineq­

uality) に込められた意味である。 本書の重要な

メッセ ー ジは、 所得の成長が健康改善の主たる要

因だったわけではなく、 制度の質の違いとそれが

生み出す知識の差が重要だったことである。 この

ことは、低所得途上国の最貧困層の生活水準向上

を実現する上で、 経済成長推進以外に工夫する余

地が大きいことを意味する。

6 ディ ー トンの経済学から学ぶこと

著作『大脱出』が主観的幸福度に関する分析を

含むことから、 市場万能主義的な新古典派経済学

で扱われなかった分野にディ ー トンが切り込んだ

ことを評価する論評が一部メデイアで見られるが、

これはまった＜的外れである。 新古典派経済学の

消費者理論を貫徹して、これを家計デー タと組み

合わせて実証分析するというミクロ計量経済学の

手法を確立させた点こそ、デイー トン経済学の本

質であり、 ノ ー ベル賞もそこが評価された。

したがってデイー トンは、 初期の研究から一貫

して、デー タとミクロ経済理論のバランスを強調

してきた。 言い換えると、デー タに語らせること

を重視しつつも、理論なき計測・統計的検証には

徹底して批判的だった。

その例として開発援助研究に対する彼のスタン
スを紹介したい。 すでに述べたように『大脱出』

は、 低所得途上国の最貧困層の厚生改善のために、

制度や政策面での工夫が効果的である可能性を示

唆している。 これに関連してデイー トンは、 途上

国への援助戦略とそれを支えるエビデンスに関し、

多く発言してきた。 代表的なものとして、2008年

の大英学士院 (British Academy) での「ケインズ

講演」を例にとろう (Deaton 2010) 。 この講演で

興味深いのは、開発経済学者が政策介入のインパ

クトを測る際の代表的な2つの手法それぞれへの

辛辣な批判である。

マクロの援助効果分析では、 援助額変化のみに

影響を与えるがマクロ経済指標には直接影響を与

えない操作変数を用いた計量分析が、伝統的に採

用されてきた。 そもそも経済状況の悪い国に援助

が向けられるという傾向がある中で、援助がマク

ロ経済を改善したかどうかという因果関係を明ら

かにするためである。 ディ ー トンは、操作変数に

よって影響を受けるような局所的な効果を測ると

いうそもそもの発想自体に疑問を投げかけ、 経済

学的メカニズムを強く意識して誘導型分析結果を

解釈することの璽要性を指摘している。

他方、 ミクロの援助プロジェクトの評価で近年

頻繁に用いられるようになったのがランダム化比

較試験 (Randomized Controlled Trial; RCT) であ

る。 RCTに対してデイー トンは、そもそも人間を

対象にきちんとランダム化が達成されているのか

に対する疑問を呈す。 そして、 仮に適切にランダ

ム化されていたとしても、それが意味のある因果

関係であるかどうかはまったく保障されない上に、

平均の効果がわかればよしとし、効果の分布に十

分な配慮を行わず、ミクロ経済学的構造に関心が

薄いRCT研究の傾向を嘆いている。 また、少しで

もランダム化に問題が生じた場合のRCTは、操作

変数などの計量経済学的手法を用いて内生性をコ

ントロー ルすることが結局のところ不可欠になる

のだから、その推進者が主張しているような方法

論的優越性はないとの指摘も重要である。 他方、

情報の非対称性などミクロ経済学的に重要なメカ

ニズムを明らかにするようなRCTについては、デ

ィ ー トンも高く評価している。

7 教育者・研究者としての

ディ ー トン

デイー トンの近年の関心は、長期的な生活水準

の変化という経済発展の大きな問題に移り、生活

水準の指標も、 消費支出から健康面や主観的幸福

度などに広げられた。 現在もなお、驚くべきペ ー

スで研究論文を発表し続けている。

近年の研究論文の多くは共著論文であり、 そこ

には、 学生の指導や若手研究者との共同研究に非

常に熱心だというディ ー トンの教育者としての性

格がよく表れている。 プリンストン大学で1991年

に彼の大学院講義 "Empirical Modeling" を受講

した北海道大学・安部由起子教授によると、受講

生の多くが計測誤差のもたらすバイアスについて

即答できなかったときには、 皆をその場で叱りつ
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